
全要素生産性と全労働生産性についての比較分析

産業連関フレームワークによる生産性測定
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問題の所在

橋本貴彦

　生産性成長率を測定するための代表的な指標として全要素生産性口otal Factor Productivity

口ＦＰ））と全労働生産性口otal Labor Productivity（ＴＬＰ））を挙げることができる。これまでこの

指標を用いた多くの実証研究が存在し，経済政策や国際貿易，産業別の競争力の実証等の幅広い

分野での検証のために用いられてきた。一方で，従来の研究では全要素生産性と全労働生産性と

は，まったく比較できない指標と考えられてきた側面がある。この原因の一つに２つの生産性指

標が異なるフレームワークにより構築されてきたことが挙げられる。実際に，置塩(1958)や中

谷(1977)らにより定義された全労働生産性は産業連関フレームワークにより構築され，その一

方で, Solow (1957)次いでJorgenson and Griliches (1967バこより開発された全要素生産性は産

業連関フレームワークに基づいて構築されていない。そのことにより，全要素生産性を用いた研

究と全労働生産性の研究との比較は，これまでほぼなされてこなかった。では，両者は相互関連

のないまったく無関係な指標なのであろうか。本稿ではこの課題を検討し，産業連関フレームワ

ークの下では全要素生産性成長率と全労働生産性は比較のできない指標ではなく，むしろ相互に

関連する指標であることを示す。この検討により二つの生産性指標を用いた実証研究の解釈も容

易になるはずである。

　産業連関フレームワークの下で全要素生産性と全労働生産性とを比較検討した研究にWolff
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(1985パ994)がある。 Wolffは，資本減耗考慮しない場合の全要素生産性と資本減耗考慮しない

場合の全労働生産性についての比較を行っている。この比較はWolffによる垂直統合の概念を

用いた全要素生産性を導入することにより可能となる。しかし, Wolffの研究に全く課題がない

わけではない。 Wolffの研究では後に検討するように，二つの課題が存在する。第一に, Wolff

の全要素生産性には投入要素として資本減耗を取り上げていない点である。もし資本ストックを

取り上げるならば，資本減耗も取り上げることが自然であろう。第二に仮に資本減耗を取り上

げる場合でも通常の産業連関フレームワークでは，資本減耗を中間投入のように商品別に分割せ

ず，部門（産業）別に集約し定義している点である。このような課題に対応して再定義をおこな

うことは重要である。以上二点iの課題についてJuan　and Febrero （2000）の研究を参考に検討を

行う予定である。結局のところ，全要素生産性に資本減耗投入係数を導入するよう提案すること

となる。以上の二点を整理すると，全要素生産性と全労働生産性との関連が明確になる。

　以下では，全要素生産性と全労働生産性を比較するために第２節では，置塩(1958),中谷

(1977)らの研究に基づき全労働生産性の定義とその性質について確認する。第３節では，もう

一方の生産性指標である全要素生産性について, Peterson (1979)が行った産業連関フレームワ

ークに基づいた展開を紹介する。産業連関フレームワークを用いることにより全労働生産性との

比較が可能となる。さらに, Wolff (1985パ994)で行われた資本減耗のない全要素生産性と全労

働生産性との比較を紹介する。 Wolffの手法は，資本減耗を考慮に入れていないことに限界があ

るが，その点については，第４節において, Juan　and Febrero （2000）の議論を参考に，商品別

に定義した商品別の資本減耗投入係数を導入した場合の全要素生産性を紹介する。最後に，全要

素生産性と全労働生産性とを比較可能な形に変換し，両者の相互関連性と各々の相違点について

検討を行う。さらに，米国の産業連関表を用いて全要素生産性成長率と全労働生産性成長率につ

いての実証を行う。

２。全労働生産性

　一般に生産力を測定する際には，物理的な技術水準の発展を測るための指標であることが好

ましいといわれている。よって，実質賃金率や均等利潤率などの分配関係の変化や商品間の相対

価格の推移が入り込む指標は好ましくない。このような視点からＴＬＰ成長率は定義される。と

ころで，ＴＬＰ成長率を定式化するためには投下労働量の計測式を定義する必要がある。この投

下労働量を置塩(1958),松田(1964),中谷(1977),泉(1984パ992),山田(1991)では，以下の

ように定義した。

記号

t＝［ち］：第丿部門の生産物１貨幣単位の生産に直接・間接に必要な労働量（行ベクトル）。

Ａ＝［恥］：第丿生産物１貨幣単位の生産に投入される第ｉ中間投入の量（行列）。

ｋ＝［聡］：第丿生産物１貨幣単位の生産に投入される第ｉ資本減耗量（行列）。

I＝［ち］：第丿生産物１貨幣単位の生産に直接必要な労働量（行ベクトル）。
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E:単位行列。
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まず，第丿商品１貨幣単位毎の投下労働量は

ち≡Σ恥十Σ鳥疵＋1j　(j = l, 2,…，ｎ）　（1）

　　j　　　　　　j

と定義されている。このいこついて解き，行列表示すると

　　t＝I[Ｅ－Ａ－k]-1　(2)

となる。(2)の両辺を微分すると部門別の投下労働量の変化は

[dt. ｄt．・‥dな]＝dl[[Ｅ－Ａ－ｋ]-1]十ld[[Ｅ－Ａ－ｋ]-1]

と展開できる。ところで，現在利用可能な価値的産業連関表から作成できる１貨幣単位毎の投下

労働量は，物理的な技術水準以外に商品間の相対価格の変化に依存してしまうために，１生産物

単位毎の投下労働量とは通常の場合には異なる。しかし，価格の推移を除去した１貨幣単位毎の

投下労働量の成長率と１生産物単位毎の投下労働量の成長率は一致する。そこで，以後の議論で

は，投下労働量の成長率（その逆数であるＴＬＰ成長率）に焦点をあわせることとする。この投下労

働量の変化の逆数は，ＴＬＰの変化となる。よって，部門別のＴＬＰは

[T

となる。
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こ
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と部門別のＴＬＰ成長率の定義式となる。(4)式のＴＬＰ成長率は以下の２点の特徴を持っている。

第一にＴＬＰ成長率は直接的に投入される労働投入のみだけでなく中間材料や資本減耗を通じ

た投入される間接の労働量の変化を測定する指標である。つまり，各商品を生産するために直接

間接に必要な労働量の減少率をみるわけである。または，各部門で直接回接に投入される一定の

量の労働量により生産された実質生産額の成長率をみると言い換えることもできる。ここでは労

働のみを本源的生産要素として考えていることになる。第二に，冒頭でも述べたが，ＴＬＰ成長

率は(4)式からも明らかなように分配率の変化とは無関係に決定される指標である。後にみるよう

に以上の二点は全要素生産性成長率の特徴と異なる。ここで残された課題は，部門別のＴＬＰ成

長率を集計する方法である。実際に部門別実質生産額を加重値として集計する方法や部門別投下

労働量を加重値に使う方法もある。しかし，後にみるようにＴＬＰ成長率と全要素生産性成長率

との間に関連性がある以上は，それに適した別の集計方法があるのではないだろうか。ここでは

集計方法については提案せず，第４節にて紹介することとする。第３節では，もう一つの生産性

指標である全要素生産性について検討する。
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全要素生産性と全労働生産性についての比較分析（橋本）

３。産業連関フレームワークに基づいた全要素生産性の展開

53

　Wolff (1985,1994)は, Peterson (1979)の議論を参考に産業連関フレームワークに基づく全要

素生産性を展開した。 3.1ではこの議論について参照する。さらに, 3.2では, Wolff (1985,1994)

が垂直統合という概念を用いて提案した新しい全要素生産性を検討する。

　Peterson (1979)は，産業連関フレームワークの下での部門別ＴＦＰ成長率と集計ＴＦＰ成長率

を以下のように定義した。集計ＴＦＰ成長率とは，部門別のＴＦＰ成長率をすべての産業につい

て集計した指標である。

記号

ｐ＝［か］：第ｉ部門の価格（行ベクトル）。

ｇ：貨幣賃金率。全産業同一（スカラー）。

ｒ：均等利潤率。全産業同一（スカラー）。

ｋ＝［/ら］：第丿部門の資本ストック/第丿部門の粗生産量（行ベクトル）。

Ｘ＝［ぶ］：第ｉ部門の粗生産量（列ベクトル）。

Ｙ＝［ｎ］：第ｉ部門の最終需要量（列ベクトル）。

£＝［ＩＸ］：総雇用（スカラー）。

瓦＝［ｋｘ］：総資本ストック（スカラー）。

まず，以下では集計ＴＦＰ成長率を導出する。通常，集計ＴＦＰ成長率は，社会会計方式により

　　ρべｐｄＹ－�£－�ﾑA7］/pY　（5）

と定義できる。ここで，ｐＹはＧＤＰ（ＧｒｏssDomestic Product,スカラー）である。一般に血/j『

= d＼nx(ただしlnは自然対数）であることに留意して（5）式を変形すると，

　　　pY(ilnY　　ｇ£ρ゜［　
pY　　‾ｐＹ

jln£－ jjln刈　㈲

となる。ただし，“⌒”は対角行列を示す記号である。すなわち経済全体のＴＦＰ成長率は，経済

全体の生産成長率は各部門のそれを名目生産額シェアをウェイトにアグリゲートして求め，それ

から労働と資本ストックの成長率をそれぞれの名目分配率で加重平均した要素投入の成長率を差

し引くことによってもとめているわけである。また㈲式に戻ってこの式の意味を考えるとご6）式

は産出物と各生産要素という互いに異質なものをCurrent Value shaｒJ）によって加減算が可能な

形に変換して，産出と投入の変化の差を求めていると読むことが出来よう。（6）式の労働投入量成

長率や資本ストック成長率にかかるCurrent Value Share は，分配率を示す指標と読み取ること

もできる。分配率を含む生産性指標という特徴は，ＴＬＰ成長率とは異なる点である。

　ところで，開式のρは産業連関フレームワークを用いることにより書き換え可能である。こ
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の書き換えを以下では行う。産業連関の需給一致条件から

Ｙ＝[Ｅ－Ａ]Ｘ　(７)

を得る。(7)式を全微分すると

　　jY＝[Ｅ－Ａ](iX-XAX　(8)

を得る。労働と資本についても微分をおこなうと

dL=＼dX十d＼X　（9）

dK=kdX十dkX　（10）

となる。(8)式バ9)式，尚式を⑤式へ代入すると，

ρ＝[ｐ[Ｅ－Ａ]ｄｘ一面ＡＸ一如ｊｘ一加IX一rkdX一�ｋｘ]/pY　　㈲

を得る。レオンチェフ型価格方程式の定義より

　　ｐ＝ｐＡ十一十rk　　㈲）

を得るが，これを変形すると

　　ｐ[Ｅ－Ａ]＝肩十rk　　㈲

となる。この㈲式を㈲)式へ代入すると，産業連関フレームワークにより書き換えた集計ＴＦＰ成

長率は

　　ρ＝一[ｐｊＡ十�I十�ｋ]X/pY　　㈲

となる。さらに，部門別のＴＦＰ成長率は以下のように定義できそjﾑ

　　乃≡－(Σ加秘汁�/汁�k,)/pi　　(y＝1，2，…，ｎ)　　㈲
j＝1

ところで，㈲式および（15）式から

　　ρ＝昴Ｘ/ｐＹ　　㈲

を導くことができる（πは乃を要素とするベクトル）のであるが，この式は経済全体のＴＦＰ成長

率を各部門ＴＦＰ成長率の加重平均として求める際のウェイトの合計が１よりも大となることを

意味しており，加重平均としては違和感が残る定式化となっている。しかしこの点は, Wolff

(1985)が「垂直統合型」のＴＦＰ成長率として提示した以下の定式化とあわせて考えるとわかり

やすい。ここでいう垂直統合とは，レオンチェフ逆行列を用い，本源的生産要素（この場合，労

働と資本）に帰着させるというものである。まず，λとγ（各々行ベクトル）を以下のように定義す

る。

λ＝lｑ　　　㈲
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　　r=kq　　㈲

ここで，ｑ≡［Ｅ－Ａ］-１（レオンチェフ逆行列）である。本稿の定義からいえば，λ（γ）は，各産業

の商品１単位を生産するために直接間接に必要な労働量（資本ストック），つまり資本減耗を考慮

しない場合の投下労働量（投下資本量）と呼ぶべき指標であぷｻこのとき，㈲式と㈲式は

£＝λΥ

瓦二γΥ

、
ｑ
り

け

帥

が成立している。さらにレオンチェフ型価格方程式は㈲式と尚式を用いると

　　ｐ＝肩[Ｅ－Ａ]-１十ｒｋ[Ｅ－Ａ]-1

と変形可能であるから，㈲式と尚式を代入すると

　　ｐ＝ｇλ十哩　　尚

となる。さらにバ5)式に旧式と尚式を代入すると

　　ρ＝[ｐｄＹ－�λΥ－扨λｄＹ－�γΥ－り・jY]/pY　(22)

尚式を図式に代入し整理すると，集計ＴＦＰ成長率は，以下のように定義できる。

　　ρ＝－[�λ十�γ]Y/pY　(23)

また，部門別ＴＦＰ成長率は，

π＊j‾‾ [匍ｄλj十八柘]/島　　り＝1，2，…，ｎ)　聯

と定義できる･。ただし，添字jは行ベクトルλの第丿列を示す。以下では(23)式及び尚式のように

レオンチェフ行列を用いて展開したＴＦＰ成長率を垂直統合型ＴＦＰ成長率と呼ぶ。すると，図

式および図式から，

　　ρ＝π＊βΥ/pY　　郎）

となるから（π＊はπ＊jを要素とするベクトル），集計ＴＦＰ成長率ρは垂直統合型部門別ＴＦＰ成長

率を名目最終需要額シェアで加重平均した指標（ウェイトの合計は１）ともなっていることがわか

る。ところで，さきほど定義した標準的なＴＦＰ成長率㈲式と垂直統合型ＴＦＰ聯式とが等しい

ことは，同じ⑤式から出発し展開されているので自明である。しかし，標準的な部門別ＴＦＰ成

長率と垂直統合型ＴＦＰ成長率との間にはどのような関係があるかについては検討の余地がある。

以下ではその関連性についてみてみる。まず，標準的な部門別ＴＦＰ成長率㈲式は，レオンチェ

フ逆行列ｑとｑＹ＝Ｘを用いると以下のように書き換えることが可能である。

　　ρ＝昴ｑＹ/ｐＹ　　尚

この尚式と(25)式を比較すると
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　　π＊＝π(漏齢1)(2ﾌﾞ)

を導くことが可能となる。この関係式の意味は重要である。まず，いままで標準的な部門別

ＴＦＰ成長率と呼んだ㈲)式または尚式右辺の一部であるπの意味は，当該部門の技術係数(aiｕ　li

傾のみが変化した場合の生産性成長率の変化であったことがわかる。ついで(2ﾌﾞ)式の右辺の

(6ｑ齢1)はInter Industry行列と呼ばれているが，ここではレオンチェフ逆行列を通じた他部門

との連関を意味する。言い換えると(2ﾌﾞ)式は，㈲式のように当該部門のみの技術変化だけでなく，

全部門が同時に技術変化した場合に各部門の技術変化が(6q齢1)を通じて投入関係のある各部

門に影響を与之合う効果をももつ指標ともいえる。このことからこれまで一部でいわれたように

標準的部門別ＴＦＰ成長率を当該部門のみの技術変化を捉える指標とは限定できないことがわか

る。

　ここまでWolffの展開したＴＦＰ成長率について概観してきた。しかしこれまでのＴＦＰ成長

率の展開では資本減耗を取り上げておらず，われわれの分析目的であるＴＬＰ成長率との比較が

できない。そこで次節では，資本減耗の変化を捉えた全要素生産性成長率について検討し，さら

にＴＬＰ成長率との比較を試みることとする。

４。全要素生産性と全労働生産性の比較

　4．1　生産価格方程式の再定義

　第３節で明らかとなったようにWolffの提示したＴＦＰ成長率は，資本減耗を取り扱っていな

い点に難点があった。そこで4．1では正確な技術変化を測定するために，商品別の資本減耗投入

係数について生産価格方程式の再定義を行う。 4.2では，この新しい生産価格方程式を用いた全

要素生産性を再定義し，さらにこのＴＦＰ成長率と１節で定義したＴＬＰ成長率とを比較する。

次いで, 4.3では，米国の産業連関表を用いて垂直統合型ＴＦＰ成長率とＴＬＰ成長率について実

証を行う。

　Wolff (↓985,1994)の用いているＴＦＰ成長率の定義による価格方程式は，以下の課題を抱えて

いる。一点引よ，資本減耗項目がないため，資本減耗を通じた技術変化を捉えていない点である。

二点i目は，通常の産業連関フレームワークの下では資本減耗投入係数を取り上げても産業別に集

計した値となっており商品別でないため，より正確な数量の変化をとらえることができないとい

う点である。この欠点を克服するためにJuan　and Febrero（2000）は資本減耗量を産業別に１項

目ではなく以下のような商品別の資本減耗投入係数とすることを提案していjﾋﾞﾑ4．2でみるよう

にこの資本減耗投入係数を導入することによりＴＦＰ成長率とＴＬＰ成長率との比較が可能とな

る。

記号

k＝［砿］：第丿生産物１貨幣単位の生産に消費される第i資本ストックの量（行列）。

∩08）
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尚式の資本減耗投入係数は，商品別の数量の変化を把握できることがわかる。このことで，資

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　8）
本減耗を通じた技術変化も捉えることが可能となる。この改善を基にJuan and Febrero（2000）

は，以下の３種類の生産価格方程式を提案していぷ）ﾑこれらの生産価格方程式は，ＴＦＰ成長率

を導出する際に用いられる。

ｐ＝ｐＡ十pk十一十rk　　(29a)

ｐ＝ｄ[Ｅ－Ａ－k]-1十ｒｋ[Ｅ－Ａ－k]‾1　　(29b)

ｐ＝ｒｋ[Ｅ－Ａ－k－Ａｃ]-1　　(29c)

　(29a)式は通常型の生産価格方程式であり，それぞれ(29b)式は本源的生産要素である労働と

資本ストックに対して, (29c)式は資本ストックに帰着させた垂直統合型の生産価格方程式であ

る。ただしＡｃは粗生産額１単位毎の労働者の消費額を表す行列である。言うまでもなく(29a)

式，(29b)式, (29c)式は等式である。 4.2では, Juan and Febrero (2000)の議論を参考に　この

(29a)式と(29b)式の生産価格方程式を用いてＴＦＰを再定義する。

　4．２　ＴＦＰとＴＬＰの比較

　ここでは，まずJuan　and Febrero（2000）が展開した資本減耗投入係数を用いた新たなTFP

の定義を概観する。最後に，新しい垂直統合型ＴＦＰと本源的生産要素である労働に帰着させた

新しいＴＦＰの二つを提案する。この２つの式によってＴＬＰ成長率とＴＦＰ成長率の関係が明ら

かとなる。

　新しい生産価格方程式の下での集計ＴＦＰ成長率は，以下のように書き換えることができる。

まず，新たに資本減耗投入係数を考慮した場合の数量方程式と新しい集計ＴＦＰ成長率は，

　　ｙ＝[Ｅ－Ａ－ｋ]ｘ　　図

　　β＝[pdi一加L-rdK]/pY　　(5勺

である。図式を全微分すると

　　ｊＹ＝[Ｅ一Ａ一k]jｘ十[一dA-d＼i]Ｘ　　㈲

となる。さらに，新たに定義した資本ストック量を数量について微分しこの㈲式と(10)式，即式を

(5つ式へ代入すると，

　　β＝[ｐ[Ｅ－Ａ一k]dｘ一面ＡＸ一ｐ涯Ｘ－�jｘ一加IX－ｒkdｘ－�ｋｘ]/pY　(32)

を得る。ここで, Juan　and Febrero (2000)の提示した価格方程式(29a)式を変形すると

　　ｐ[Ｅ－Ａ－ｋ]＝肩十rk　(33)

∩09）
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となる。この(33)式を縦式へ代入すると，新しい集計ＴＦＰ成長率は

　　β三－[ｐｄＡ十ｐ涯十�I十�ｋ]X/pY　　㈲

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　10)となる。さらに，新しい部門別ＴＦＰ成長率は以下のように再定義できる。

　　シー[ｐｊＡ十ｐ涯十�I十�ｋ]齢1　　㈲

以上の(㈲式と(35)式はWolffの展開したＴＦＰ成長率㈲式と㈲式に資本減耗投入係数を追加した形

となっている。

　さらに, Wolff (1985パ994)の議論を参考に垂直統合の定義を用いて資本投入減耗係数を新た

に導入したＴＦＰ成長率の展開を行う。まず，集計ＴＦＰ成長率を導出する。ここで

£＝tＹ　　㈲

K=k:Y　　㈲

を定義する。さらに，ｔ
　
＝

一
ｑ

ｌ
ｋ　

＝
　
ｒ

ｌ
ｌ　

＝

dL=dtY十tdY　　圈

　　　　　～　　　　～dK=dicY十KdY　　顛

[Ｅ－Ａ－k]-1である。㈲式と威)式の両辺を微分すると

となる。この図式と尚式を⑤式に代入し整理すると，

　　β＝[ｐｊＹ一加iY-widY-ｒｄＫＹ－ＴｉｅｄＹ]/pY　　㈲

となる。（29b）式の生産価格方程式は

　　ｐ＝ｇt十ｇ　　㈲

と変換可能であるから，㈲式を尚式へ代入すると最終的に以下の集計ＴＦＰ成長率を得る。

　　β‘＝－[�t十�ｒ]Y/pY　　㈲

改めて部門別のＴＦＰ成長率を

　　石＝－[�t十�ｒ]齢1　　㈲

と定義する。ここで第１節の②式よりｔは投下労働量であることがわかる，そして,rは各投入

物を本源的生産要素である資本ストックに帰着させた投下資本量と呼ぶことができる。さらに展

開すると以下を得る。

　　分＝－[wtdlnt十ricdlnic]齢1　　㈲

次いで尚式と㈲式から

　　p=:;rpY/pY　　㈲

を得る。ここでも第３節でおこなったように垂直統合型ＴＦＰ成長率尚式と通常型ＴＦＰ成長率

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∩10)
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尚式を比較すると

　　石＝絹ぶ-1）　㈲

を得る。結局，第３節でみたように㈲式から垂直統合型ＴＦＰ成長率は通常型のＴＦＰ成長率と

（6ｑ齢1）はInter Industry行列に分割できることがわかる。さらに，㈲式の右辺第１項に含まれ

るｇt齢1は各商品１単位に含まれる直接回接の賃金であり，かつ「直接間接の賃金のCurrent

Value Share」でもある。また㈲式の右辺第２項に含まれるｒ一一1は各商品１単位に含まれる直

接間接の利潤で,かつ「直接間接の利潤についてのCurrent Value Share」とも呼ぶことができる。

改めて㈲）式右辺第１項の一部である－dlntをＴＬＰ成長率と呼ぶことができることは，第１節の

（4）式から明らかである。このＴＬＰ成長率に倣い，㈲式右辺第２項の一部― dlntcを全資本生産

性（Ｔｏta1 Capital Productivity（ＴＣＰ））成長率と呼ぶこととする。これまでみてきたＴＦＰ成長率

とＴＬＰ成長率の展開から明らかになった諸点は以下の通りである。

①　本源的生産要素の定義

　そもそもＴＬＰ成長率は，労働のみを本源的生産要素として定義する指標である。一方で，

ＴＦＰ成長率では労働のみでなく資本ストックをも本源的生産要素と定義する指標である。以下

ではまずＴＬＰ成長率での本源的生産要素の取り扱いについて述べ，次にＴＦＰ成長率について

の取り扱いについて検討する。さらに，ＴＦＰ成長率とＴＬＰ成長率の本源的生産要素の取り扱い

を論じる際には，歴史貫通的な意義と資本制特有の意義に分けて論じた方が整理しやすい。そこ

でさらに，歴史貫通的一般法則に沿った特徴と資本制固有の生産性成長率の特徴とを区別し検討

をおこなう。

　まずＴＬＰ成長率では労働のみを本源的生産要素としてみているが，このことには以下の意味

がある。歴史的にどの社会で乱各社会構成員が分業・協業し，自然や人回そのものに働きかけ

ることにより，その成果（労働生産物）を得てきた。つまり，労働そのものを本源的生産要素と

することは，各社会構成員が現存する技術を所与とし，ある時点の総直接労働を投下しか下で，

どの程度の生産力を持つかを測定しているのである。 ＴＬＰ成長率の場合は社会構成員が保有す

る生産力の成長のテンポを測定していると考えればよい。

　この特徴を資本制経済の下では，以下のように言い換えることができる。先に述べた総直接労

働を投下し生産活動を行うこと自体は，商品経済である資本制経済の下でも変わらない。つまり

資本制の下でのＴＬＰ成長率は，労働の担い手たる労働者階級の労働支出に焦点を当てた生産性

指標ということもできる。

　一方のＴＦＰでは，労働のみでなく資本ストックも本源的生産要素と定義している。労働投入

が生産性に影響を与えることはもはや自明であるが，資本ストックと生産性についても疑問の余

地はない。しかし，資本ストックをどのように取り扱うことかについてはさまざまな意見もあろ

う。

　そもそも資本ストックは，労働との特定の組み合わせの下で，ある特定の生産量が産出される

わけであるから，社会全体の生産力の水準は現時点で設置されている資本ストック量や資本スト

　　　　　巾ックの効率性，さらにはどの産業に資本ストックをどのように配置するかにより決定される。さ

きほど取り上げたＴＬＰ成長率の推移も資本ストックの推移と技術的には無関係ではないだろう。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∩11）
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　機械制大工業以後に形成された資本制以降の経済システムでは，資本ストックの生産性水準が

　　　　　　　　　　　　　　12）とりわけ重要となってきている。我々の分析視角に引き寄せ言い換えると，資本ストックの生産

性を総合生産性指数へどのように組み込むかが重要となってきているといえよう。ところで，実

証研究でよく設定される１年間や５年間という短い生産期間に焦点を合わせる場合には，資本減

耗と資本ストックとの関係について注意を必要とする。例えば毎期に設備投資され懐妊期間を経

て積みあがる資本ストックの推移を無視して，資本減耗の推移のみを取り上げるだけでは，生産

性の推移を捉えるには不十分であることは明らかである。設備投資成長率が上昇する部面では，

一般に資本減耗の推移と資本ストック量の推移は異なるはずだからである。 ＴＦＰ成長率におい

て資本ストックを取り上げる理由の一つはこのことにもある。この点で泉・李（2005）のように

資本減耗を資本ストックの代理指標として取り扱うことには問題があるといえよう。

　一方で，資本制という特殊な社会形態の下では，資本ストックは資本家により所有されており，

利潤率を計算する際の構成要素として用いられるという特徴をもつ。その意味では，ＴＬＰ成長

率の場合とは対照的にＴＦＰは資本家階級にとっての費用に焦点を当てた指標であるということ

できる。したがってこのＴＦＰ成長率は資本家階級にとり重要度の高い生産性指標ともいえる。

②　集計方法

　単一の本源的生産要素たる労働に諸要素投入を帰着させるＴＬＰとは異なり，労働と資本スト

ックという複数の本源的生産要素にそれぞれ帰着させるＴＦＰにおいては，それらをアグリゲー

トして単一の生産性指標とするメカニズムがなければならない。周知のようにＴＦＰでは標準的

には，労働と資本ストックの限界生産力および利潤極大を理論的根拠とするCurrent Value

Shareで加重平均するという方法をとる。他により優れた方法があるかもしれぬが，これが一定

の根拠にもとづく一つのアグリゲートの方法であることは否定できない。また，この方法の前提

に生産関数や完全競争市場の想定があるとしてその現実妥当性を問題にする考えもあり得るが，

前述のようにむしろこれらを前提としない社会会計的解釈も可能なのである。ともあれ垂直統

合型ＴＦＰ成長率の㈲式及び尚式から明らかなように，ＴＦＰ成長率は，ＴＬＰ成長率及びＴＣＰ成

長率の水準とその大小関係と労働及び資本のCurrent Value Share に依存して決まる指標なので

ある。

（3）ＴＦＰ成長率とＴＬＰ成長率との関係

　上記のような相違のあるＴＬＰとＴＦＰであるが，これまでいわれてきたようにまったく無関

係であるわけでない。㈲）式と㈲式からＴＦＰ成長率はＴＬＰ成長率及びＴＣＰ成長率のCurrent

Value Shareによる加重平均と表すことが出来る。その意味で両者は無関係な指標ではないこと

がわかる。

　4．３　ＴＦＰとＴＬＰの実証

　4.1でみたようにＴＬＰの定義式である(4)式と垂直統合型ＴＦＰの定義式である㈲式と㈲式から

の関係から明らかなように，ＴＦＰ成長率が，ＴＬＰ成長率及びＴＣＰ成長率の水準とその大小関

係と，労働及び資本のCurrent Value Share に依存して決まる指標であることがわかった。そこ

で次に，ＴＦＰ成長率とＴＬＰ成長率の推移について実証し，実際にどのように推移しているかに

ついて検討を行う。ここでいうＴＦＰ成長率とＴＬＰ成長率，ＴＣＰ成長率は，定義式でみたよう

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∩12)
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　表１　ＴＦＰ成長率とＴＬＰ成長率及び各構成要素

　　　　　　　　計　測　期　間

集計ＴＦＰ成長率　②十(4)

　巾集計ＴＬＰ成長率

　②集計ＴＬＰ成長率X Current Value Share

　(3)集計ＴＣＰ成長率

　(4)集計ＴＣＰ成長率X Current Value Share

出所)米国産業連関表より筆者が作成。

注１)基準年2000年で実質化したデータを利用している。

87-92年

　2.22

　2.56

　1.70

　1.68

　0.52

92-98年

　1.08

　1.46

　0.99

　0.27

　0.10

単位：年率％

　98-04年

　　1.76

　　3.19

　　1.94

－0.40

－0.17

61

に１単位の商品の生産に必要な労働量の減少率にマイナス記号をつけているわけであるから，値

が正でかつ大であれば，生産性は上昇していることになる。さらにここでいう成長率はすべて年

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　13）率計算を行っている。計測にあたってば，㈲）式と㈲式を使用した。

　表１からわかる特徴は以下の通りである。米国の集計ＴＦＰ成長率の推移は, 2.22% (87―92

年），1.08％（92－98年），1.76％（98－04年）となっている。このうち集計ＴＬＰ成長率の推移は，

2.56％（87－92年), 1.46% (92―98年），3.19％（98－04年）となっている。さらに集計ＴＬＰ成長

率にCurrent Value Shareを乗じた推移は，㈲）式から集計ＴＦＰ成長率の一部を構成しているこ

とがわかるが，この推移は，1.70％（87－92年），0.99％（92－98年), 1.94% (98―04年）となっ

ている。この結果からＴＦＰ成長率に対してプラスの貢献をしていることがわかる。一方で，集

計ＴＣＰ成長率は1．68％（87－92年），0．27％（92－98年），－0．40％（98－04年）と推移している。

さらに㈲）式の集計ＴＦＰ成長率の一部を構成する集計ＴＣＰ成長率にCurrent Value Shareを乗

じた推移は，0.52％（87－92年），0.10％（92－98年），－0.17％（98－04年）と推移している。

　この実証結果から，今回の計測期間ではＴＬＰ成長率の上昇がＴＣＰ成長率よりもＴＦＰ成長率

上昇に貢献していることがわかる。一方でＴＣＰ成長率は全ての計測期間を通じて低下しており，

その結果ＴＦＰ成長率への貢献度は低下していることがわかった。 ＴＦＰ成長率とＴＬＰ成長率の

推移の比較で言えば，常にＴＬＰ成長率がＴＦＰ成長率を上回る傾向にあるといえる。

５。結　　論

　第４節ではＴＦＰ成長率とＴＬＰ成長率について理論的側面と実証的側面から比較検討をおこ

なった。まずＴＦＰ成長率とＴＬＰ成長率についての理論的側面については以下の結論を得る。

　①　ＴＦＰ成長率は，ＴＬＰ成長率およびＴＣＰ成長率とそれぞれの加重値であるCurrent Value

　　Shareから構成される指標である。部門別でも集計した場合でも同様である。

　（2）ＴＬＰ成長率は，技術的変化のみに依存する生産性指標であるのに対し，ＴＦＰ成長率は，

　　技術的な変化以外にCurrent Value Shareの変化にも依存する指標である。部門別でも集計

　　した場合でも同様である。

　（3）ＴＬＰ成長率では，中間投入係数と資本減耗投入係数を通じた労働支出の推移を測定する

　　指標であるのに対し，ＴＦＰ成長率では中回投入係数や資本減耗投入係数を通じた資本スト

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∩13）
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　　ックと労働支出の推移をみる指標であるという相違点がある。

　以上から，ＴＦＰ成長率とＴＬＰ成長率とが，比較可能な指標であることが明らかとなった。一

方で，ＴＣＰ成長率とCurrent Value Shareの値によっては，ＴＦＰ成長率とＴＬＰ成長率の推移

は逆行する可能性もあることがわかる。

　次いで，第４節の最後に米国の産業連関データを用いることにより，ＴＦＰ成長率とＴＬＰ成長

率についての推移を実証した。そこでは以下の特徴を得ることができた。

　①　計測期間中にＴＦＰ成長率の推移は一貫してＴＬＰ成長率より低位であった。

　②（1）の原因として計測期間中にＴＬＰ成長率は一貫して正の値であった一方でＴＣＰ成長率

　　はＴＬＰ成長率に比して低位な値か，又は負の値となっており，ＴＦＰ成長率への貢献度は低

　　下していた点を挙げることができる。

　本稿では，ＴＦＰ成長率とＴＬＰ成長率との相互関連性と相違点について理論的側面と実証的側

面から検討を行ってきた。しかし，実証期間は1987年から2004年までに限定している。今後は，

実証期間をできるだけ延長し，趨勢的な傾向について検討を行うことを課題としたい。

　補論１　部門別の全要素生産性成長率の導出

　以下ではPeterson (1979)の議論に基づき，産業連関フレームワークの下での部門別の全要素

生産性成長率の導出を行う。記号の定義は第３節で用いたものをそのまま使用する。まず，第ｋ

部門の価額方程式は定義から以下のようになる。

PkXk ―Σt)iXik十ｗＵＸｋ十所 uXu　　　　　（1-1）

ただし瓦いよ第ｋ部門に第i部門から投入された中間財の量である。この式を対数微分の法則を

用いて全微分すると

　飢Ｘ八d1卯汁d＼nX,)

＝(ΣpiXaidlnp汁dXnXa)]十[ｔｕＵＸｋ(dlnw十dl�1瓦)]十しrkkXk(d＼nr十jln駈瓦)](1-2)

となる。これを整理すると

(此胸十jln瓦)＝

１

{(Σi)iXikCdlnか十dlnXa)]
瓦Ｘレス

十(ｗＵＸＡｄｌｎｇ十j1�μ71)]十Ｄ九石り1nｒ十jln砥石月} (1-3)

となる。さらに，価格と数量の変化に分離し，数量の変化についてまとめると，第ｋ部門の全

要素生産性成長率は以下のように定義できる。

d＼n'Kk= d＼nXk ―

１

♪
{(Σ鮒Ｘ計d＼nＸｉＪｃ)]十(ｗＵＸＡ,d1�kX,)]十し勉ｘl，(dln叫ｘlc)]} (1-4)

μフレて

技術的投入係数を以下のように定義し

d＼nXik= d＼naii汁d＼nXｖ.　（1-5）

∩14）
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この（1-5）式を（1-4）式へ代入すると

jln爪＝jln瓦－

１

{[ΣかXikidlnan汁jln瓦)]
九Ｘレて

　　　　　十(ｗＵＸＡ此迄十dln瓦)]十し勉ｘｊ､dlnkk十dln瓦)]}(1-6)

となる。これを整理すると

jln爪＝ 一
１

{Σ1}ぷ八ｄｌｎぬ)十面八d1�A,)十政八ｄｌｎyＧ)}

九石

＋jlnｘA,－

１

63

{(Σ1)μｉｋＸｊｃ(dln瓦)]十[ｗＵＸｉ、(､､ｄｌｎ瓦)]十し九Ｘ訣ｄｌｎ瓦)]}　(1-7)
飢Ｘレ｀几

となる。ここで，右辺の第２項と第３項とを加えると定義よりＯであるから，結局，第ｋ部門

の全要素生産性成長率は，

jln爪＝－

１

(Σi)iaiA､dlnaik)十涙ｊ､dl�j十績ｊ､ｄｌｎyＱ)}　(1-8)
九　ｊ

となる。この式はPeterson (1979)の定義した式である。上式を書き直すと

j恥＝
一

１

{Σpiidaik)十副萌)十八ｄ机)}　(1-9)
九石

となる。上式は, Wolff (1985)で定義された部門別ＴＦＰ成長率である。

　補論２　部門別の全要素生産性成長率の導出１

　補論１の議論を参考に，ここでは，資本減耗投入係数を新たに導入した場合の部門別全要素生

産性成長率の導出を行う。記号の定義は第３節と第４節で用いたものをそのまま使用する。まず，

新しい第ｋ部門の価額方程式は定義から以下のようになる。

　　九薬＝ΣｔｉａｉｉｃＸｋ十Σi）ikikXk＋1A)ｌｋＸｋ十ｒ臨XI，(2-1)

この式を対数微分の法則を用いて全微分すると

　　pA(d＼np汁d＼nX,)

　＝(ΣpiaikXfc (d＼np汁dlnatkXk)]十(Σ1)ｉｋｉｋふＡｄ１砂汁jln臨石)]

　　十(ｔりＵＸｕｉｄｌｎｇ十d＼ｎＵＸｋ)]十[八I，Ｘ八ｄｌｎｒ十dXnkuX加　(2-2)

となる。これを整理すると

り1n九十jln瓦)＝

１

{(ΣｔｉａｉｈＸｋｉ､d1卯汁dXnaikXk)]
♪ズレて

十(Σi）ｉｋよＸ:八d1卯汁d＼nkiuXu)]十(ｔｕＵＸｖＵｌｎｇ十j1�kX,)]

十し勉ｘｌ、(､､dlnr十jln辰瓦）］｝（2-3）
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となる。さらに価格と数量の変化に分離し，数量の変化についてまとめると，第ｋ部門の全

要素生産性成長率は以下のように定義できる。

d＼n7rk = d＼nｘ．－

１

{(Σｊ)μikXh {d＼nａｉｋＸｋ.)]十(Σi）ｉｋｉ，ＸＡｄ１ｎｋｏＸ，)]
瓦Ｘレ｀二 ●１

十＼whXA､dI�1瓦)]十(ｙ臨ｘｊ､ｄｌｎ辰瓦)]}(2-4)

これを整理すると

　　　－jln几＝－

１

(Σ|)iaiic(､ｄｌｎら)十Σか臨(dln臨)十whidl�A､)十政収ｄｌｎyＧ)}
拓二

＋jlnｘA,－

１

●１

{(Σ1)μｉｋＸｊｃ(dln瓦)]十(Σ1）tｋＨ，Ｘ八ｄｌｎ瓦)]
飢Ｘレス ●

１

十(涙ぷＸ該ｄｌｎ瓦)]十(ｙ臨ｘｊ､ｄｌｎ瓦)]}(2-5)

となる。ここで，右辺の第２項と第３項とを加えると定義よりＯであるから，結局，第ｋ部門

の全要素生産性成長率は，

jln恥＝－

１

{Σｊ}μａ(､､ｄｌｎら)十Σかkik{d＼nkik)十wh(d＼�D十辿訣ｄｌｎyＧ)}　(2-6)
九　勺

となる。この式は補論１の（1-8）式C

j恥
一

　 一

一

１

{ΣPiidaik)十Σか(
九石

こ対応する。上式を書き直すと

�Ｊ十削萌卜巾凪）｝（2-7）

となる。上式は，補論１の（1-9）式に対応する部門別ＴＦＰ成長率である。

　補論３　データ

　以下では，今回使用したデータについて確認する。本稿では産業部門を27部門に分割している。

ここでいう部門とは商品ベースの分類を指す。今回のデータは商務省が公表している産業連関表

を主に利用している。ところで，日本の産業連関表は商品ベースの表となっているが，米国の産

業連関表はいわゆるＵsｅ表（Ｕ表）とMake表（Ｖ表）により構成される。両表は産業分類と商

品分類を明確に区別しているが，本稿では商品技術仮定を用いて商品ベースに修正した産業連関

表を用いている。

　ところで，米国の産業連関表の部門分類は, 1998年延長表までStandard Industrial Classifica-

tｉｏｎ（SIC）に準拠していた。さらに1997年ベンチマーク表以降に作成された産業連関表より部

門分類はSICからNorth American Industry ClassificationSystem （ＮＡＩＣＳ）に移行している。

詳細は割愛するが，この２種類の部門分類を接続する作業を行うことは困難となっている。この

ため，本稿ではSICで作成された1987年ベンチマーク表および1992年ベンチマーク表と1998年

延長表を用いる一方で，ＮＡＩＣＳで作成された1998年延長表と2004年延長表を使用している。こ

のSICとＮＡＩＣＳによる部門分類を用いた表を２種類使い分けることにより，各年の部門分類

の整合性を保つようにしている。なお，ＮＡＩＣＳの1998年及び2004年延長表については，米国商

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∩16）
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務省から紙媒体では公表されていないため，電子データ『Ａｎｎｕa1-ＩＯＭａｋｅｕse98-04NAICS』

（http://ｗｗｗ..ｂｅａ.ｇｏｖ/bea/dn2/i-o_annual.htm)のみの公開となっている。

　Ａ＝［恥］＝Ｕ［V'l -１： 国産品投入係数。Ｕ表及びＶ表を利用し商品技術仮定を用いて投入係

数を作成している。さらに産業連関表の最終需要項目から得られる輸入率と先の投入係数を用い

て国産品投入係数を導出している。

　k＝［砿］：第丿生産物１貨幣単位の生産に投入される第丿資本の減耗量は，中谷(1976)や山田

(1991)を参考に以下の式で算出している。

鰯二
Zi　lj円)j

一

瓦Σか・鳶

　　ｊ

　ち:今期の第丿部門の設備投資のうちの第丿財，両:第ｉ部門減価償却額，瓦:今期の第ｉ部門の

国内生産額，である。かのデータは，産業連関表の投資形成マトリックスによって計算するこ

とができる。また減価償却ｚパま，日本の産業連関表では，表内の付加価値欄に掲載されている。

しかし，米国の産業連関表には掲載されていないので，米国商務省が公開する電子データ

『ＧＤＰｂｙlnd-ＶＡ-SIC』及び『ＧＤＰｂｙln『ＬＶＡ-ＮＡＩＣＳ』（httｐ://wｗｗ..ｂｅａ.gov./ bea / dn2 /

gdpbyind-data. htm)を参考に産業別資本消費額を求め，さらにＶ表を用いて商品別資本消費額

を試算した。右辺第１項の右側は第丿部門の資本ストックの限界資本構成であるが，これが平均

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　14）資本ストック構成と同一と仮定し，商品別構成比を表すとみなしている。

　　－　I＝I［V'l -1 : 商品別の労働量は，米国商務省の『National Income　and Product Accounts

（Ｎ�Ａ）』（http://wｗｗ..ｂｅａ.gov./ bea / dn↓. htm)と電子データ『ＧＤＰｂｙln『ＬＶＡ-SIC』及び

『ＧＤＰｂｙlnd-ＶＡ-ＮＡＩＣＳ』に掲載されている各年の部門別就業者数Ｉに対しての部門別総実労

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一働時間より求めた部門別の年間就業時回を乗じて，部門毎の雇用係数/バ人×時間/100万ドル）を

算出している。さらにＶ表を用いることにより産業ベースの雇用係数から商品ベースの雇用係

数を求めている。

　価格変化率：各部門の価格変化率は，米国商務省の電子データ『ＧＤＰｂｙlnd-ＶＡ-SIC』及び

『ＧＤＰｂｙlnd-ＶＡ-ＮＡＩＣＳ』に掲載されている部門別実質粗生産額と部門別名目粗生産額から求

め，さらにＶ表を用いることにより商品別に変換している。

　ｋ:各部門の資本ストックは，米国商務省のＳｕｒｖｅｙ ｏｆ ＣｕｒｒｅｎにＢｕｓｉｎｅｓｓに掲載されている。

この産業別の資本ストックをＶ表により商品別に変換している。さらに部門別価格変化率を用

いて2000年基準に直しかものを使用している。

　Ｙ:各産業の名目の最終需要額。産業連関表の最終需要項目から得ることができる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注

1）社会会計(Social Accounting)方式による集計ＴＦＰ成長率の導出方法についてはJorgenson and

　Griliches (1967), pp. 251-252参照のこと。さらに, Peterson (1979)の研究は，中間財を導入し産

　業連関フレームワークの下で部門別のＴＦＰ成長率を導出している。また，社会会計方式の他に

　Solow (1957)のように生産関数による方式もある。

2）（5）式や㈲式は以下のように考えるとその意味や成立の条件がわかりやすい。いま第丿部門の生産関

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∩17）
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数を恥＝力（Ｌｕ Ｋｕ　Ti）としよう。ただしYi， Ｌｕ Ｋｕ　Tiはそれぞれｊ部門の実質生産額，労働投

入，資本ストック，技術水準である。両辺を全微分して，労働および資本の限界生産力をそれぞれ実

質賃金率と実質利潤率に等しいとおけば，

　　dn＝こぱ£
　　　　　　か

すなわち

九
邸
-
∂乃

汁
ヱ

九
j瓦十

覗
-
∂乃

j乃

j乃＝鈴汀汁ｗｄＬｉ一肩Ｋi

これを全部門について合計すると，

Σか
覗
-
∂乃

dTi＝Σ卸汀汁勿弘一�瓦

　となる。この式の左辺は技術進歩による名目生産額の増分に他ならず，この両辺をＧＤＰ（ｐＹ）で除す

　れに玖5）式を得ることが出来る。したがってご5）式の背後には利潤極大下での限界生産力に基づく各生

　産要素への配分という条件があると考えられる。このような解釈の下ではパ5）式及び㈲式の背後には

　必ず利潤極大化での限界生産力に基づく生産要素への配分という，条件があるかのようでみえるが，

　社会会計的導出からわかる通り，必ずしもそうではない。この点例えば，黒田(1984),第11章参照

　のこと。

3) Current Value ShareについてはWolff (1985), p.269参照のこと。またCurrent Value Shareは

　Tornqvist-Divisia lndeｘともよばれている。

4）導出方法については，補論１を参照のこと。

5）λとγは，それぞれ総必要労働（Ｔｏtａ１ Labor Requirement)と総必要資本（Ｔｏtal Capital

　Requirement)と呼ばれている(Wolff (1994), p.86)。

6) Wolff (1985), p. 270,㈲式及び旧式。両式をWolffはPasinetti (1977)の‘Vertically Integrated

　Sectors'の導出方法を参考に考案したようである。

7) Juan and Febrero（2000）,p.70。この資本減耗投入係数は第１節で定義したものと同じであるが，

　その特徴について改めて確認するために再掲した。

8) Juan and Febrero（2000）,p.8↓。厳密にいえば，彼らの定義した生産価格方程式とは資本ストック

　投入係数を商品別にしていない点で異なる。

9) Juan and Febrero （2000），p.70。

10）部門別ＴＦＰ成長率の導出については，補論２を参照のこと。

11）資本ストックの効率匪又は資本ストックの生産性をここでは単に産出量の推移と投下した資本スト

　ックの推移との比率とする。この指標は，第４節で定義した全資本生産性成長率とは異なる。

12）中央政府により生産管理が一元化されていた旧ソビエトでは，利子率を無視し生産管理を行ったた

　め，資本ストックの生産性に関心を寄せない技術選択を各国営企業がおこなうこととなった。その帰

　結として経済全体の生産力発展を妨げることになった。このことについては岡・宮鍋・山内・竹浪

　(1976), pp. 103-111を参照されたい。

13）ＴＬＰ成長率及びＴＦＰ成長率，ＴＣＰ成長率の計測に使用したデータについては補論３データを参

　照されたい。

14）山田(1991), p.64。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　参考文献

泉弘志(1984),「産業連関表による労働生産性・剰余価値率の国際比較一日本・アメリカ・韓国に関する

　　試算」，坂寄俊雄他編『現代の階級構成と所得分配』，有斐閣。

泉弘志(1992),『剰余価値率の実証研究』，法律文化社。

泉弘志・任文（2005），「労働生産性（全労働生産性）による中国の部門別生産性上昇率の計測」，『産業連

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∩18』

一



　　　　　　　　　　　　全要素生産性と全労働生産性についての比較分析（橋本）　　　　　　　　　　67

　　関』第13巻３号。

泉弘志・李潔（2005），「全要素生産性と全労働生産性」，『統計学』第89号。

岡稔・宮鍋幟・山内一男・竹浪祥一郎(1976),『社会主義経済論一第二版－』，筑摩書房。

置塩信雄(1958),「不等価交換の実証」，『商学論集（福島大学）』第97巻第２号，（置塩信雄(1977)所

　　収）。

置塩信雄(1977),『マルクス経済学』，筑摩書房。

置塩信雄・中谷武(1975),「利潤と剰余労働一固定資本を考慮して」，『理論経済学』第26巻第２号，（置

　　塩信雄(1977)所収）。

黒田昌裕(1984),『実証経済学入門』，日本評論社。

中谷武(1976),「投下労働量と価格一戦後日本の場合一」，『理論経済学』第27巻第１号，（置塩信雄

　　(1977)所収）。

橋本貴彦（2005），「医療部門における労働生産性測定とその政策含意：産業連関フレームワークによる研

　　究」，『統計学』第88号。

松田和久(1964),『労働生産性測定論』，有斐閣。

山田浦(1991),「投下労働量，労働生産性，労働交換率の測定」，『立命館経済学』第40巻第１号。

Aulin-Ahmavaara, P. (1999),“Effective Rates of Sectoral Productivity Change,"　ＫｃｏｎｏｍｉｃＳｙｓtｅｍ

　　Ｈｅｓｅａｒch，ｖｏレ11,No. 4.

Jorgenson, D. W. and Griliches, Z. (1967),“The Explanation of Productivity Change," Ｒｅｖieｘｊｕｏｆ

　　ＥｃｏｎｏｍｉｃｓＳtｕｄｉｅｓ,Vol. 34， No. 99.

Juan, D. O. and Febrero, Ｅ.（2000），“Measuring Productivity from Vertically Integrated Sector!がＥｃｏ-

　　ｎｏｍｉｃＳｙｓtｅｍＲｅｓｅａｒch，ｖol.12，Ｎｏ∠1.

Pasinetti, L. Ｌ. (1977),Ｌｅｃtｕｒｅｏｎ the 71‾・ｈｅｏｒｙ　of≒7）ｒｏｄｕｃtｉｏｎ,Columbia University Press.

Peterson, W. (↓979),“Total Factor Productivity in the UK :Ａ Disaggregated Analysis,”in Patterson,

　　Ｋ. Ｄ. and Schott, ＫｏThe Ｍ ｅａ＾ｕｒｅｍｅｎｔ＾ｏｆＣａｐｉtal',London, Macmillan.

Solow, R.M. (1957),“Technical Change and the Aggregate Production Function," ＲｅｖｉｅｉＪＤｏｆＥｃｏｎｏ-

　　ｍｉｃｓａｎｄＳtａtiｓticｓ,Vol. 39， No. 3.

Wolff, E.N. (1979),“The Rate of Surplus Value, the Organic Composition, and the General Rate of

　　Profit in the Ｕ. S. Economy, 1947-1967，” ＡｍｅｒｉｃａｎＫｃｏｎｏｍｉｃＫｅｖieｖｏ,Vol. 69， No. 3.

Wolff. Ｅ.Ｎ. (1985),“Industrial Composition, Interindustry Effects, and the Ｕ. S. Productivity Slow-

　　down," ＴｈｅＫｅｖieｕ）　of几ＫｃｏｎｏｍｉｃｓａｎｄＳtａtiｓticｓ,Vol. 67, No. 2.

Wolff, E.N. (1994),“Productivity Measurement w^ithin an Input-output Framework," Ｋｅｅ:ｉｏｎａｌＳｃｉｅｎｃｅ

　　＆　ＶｒｈａｎＫｃｏｎｏｍｉｃｓ，ｖo1.24，Ｎｏ∠1.

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　データソース

U.S. Department of Commerce, Economics and Statistics Administration Bureau of Economics Analy-

　　sis, (1993), ANatｉｏｎａｌ　Ｉｎｃｏｍｅ ａｎｄ ｌ）ＴＯｄｕｃt Ａｃｃｏｕｎtｓ of　the　Ｕｎｉtｅｄ　Ｓtａtｅｓ Ｖｏｌｕｒｙｉｅ２， １９５９－８＆

u. s. Department of Commerce, Bureau　of Economic Analysis, (1994),“Benchmark Input-Output

　　Accounts for the Ｕ. S. Economy, 1987," Ｓｕｒｖｅｙ ｏｆ Ｃｕｒｒｅｎt　Ｂｕｓｉｎｅｓｓ,Vol. 74， No. 4.

Lawson, A.］Ｖ［. (1997),“Benchmark Input-Output Accounts for the Ｕ. S. Economy, 1992," Ｓｕｒｖｅｙ ｏｆ

　　Current Business, Vol. 77, No.］工

Planting, A. Ｍ. and Kuhbach, Ｐ. Ｄ. （2001），“Annual Input-Output Accounts of the Ｕ. S. Economy,

　　1998," Ｓｕｒｖｅｙ ｏｆ ＣｕｒｒｅｎにＢｕｓｉｎｅｓｓ, Vol. 81， No. 12.

Katz, A. J. and Hetman, S.W. (1997),“Improved Estimates of Fixed Reproducible Tangible Wealth,

　　1925-95，” Ｓｕｒｖｅｙ ｏｆ Ｃｕｒｒｅｎt　Ｂｕｓｉｎｅｓｓ，ｖolブ77, No. 5.

Hetman, S. W. (2000),“Fixed Assets and Consumer Durable Goods," Ｓｕｒｖｅｙ ｏｆ Ｃｕｒｒｅｎt Ｂｕｓｉｎｅｓｓ･,Vol.

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∩19）



68 立命館経済学（第55巻・第４号）

　　80, No. 4.

Wasshausen, D. B. (2005),“Fixed Assets and Consumer　Durable Goods For 1994 －2004，” Ｓｕｒｖりｏｆ

　　Ｃｕｒｒｅｎｔ　loｕｓｉｎｅｓｓ,Vol. 85, No. 9.

Ｕ. S. Department of Labor, Bureau　of Labor Statistics, (1993),“Ｋｍｐｌｏｙｍｅｎt ａｎｄ Earnings," Vol. 40,

　　No. 3.

Ｕ. S. Department of Labor, Bureau　of Labor Statistics, (1998),“Ｋｍｐｌｏｙｍｅｎt　ａｎｄ Ｋａｒｎｉｎｇｓ”Vol.45,

　　No. 3.

Ｕ. S. Department of Labor, Bureau　of Labor Statistics, (1991)， Ｋｍｐｌｏｙｍｅｎt，　Ｈｏｕｒｓ，ａｎｄ ＫａｒｎｉｎＱ;ｓ

　　Ｕｎｉtｅｄ　ＳtａtｅｓＶｏｌｕｍｅｌ，１９０９-ﾘａ

Ｕ. S. Department of Labor, Bureau　of Labor Statistics, (1991)・Ｋｍｐｌｏｙｍｅｎt・Ｈｏｕｒｓ，ａｎｄ Ｋａｒｎｉｎｇｓ

　　Ｕｎｉtｅｄ　ＳtａtｅｓＶｏｌｕｍｅn １９０９一決λ

∩20）



全要素生産性と全労働生産性についての比較分析（橋本）

Comparative Analysis of Total Factor Productivity

　　　　　　ａｎｄTotal Labor Productivity

Measurement of Productivity Growth within Input-Output Framework

Abstract

Takahiko Hashimoto
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　In this paper we focus on two important productivity growth indexes that are provided by

the Input-Output （I-Ｏ）ｍｏｄｅ１.Ｔｈｅindexes are Total Factor Productivity （ＴＦＰ）ａｎｄTotal

Labor Productivity （ＴＬＰ）／Ｗ’ｅexamine the relationship between TFP growth and TLP

growth. First, TFP growth is shown to be equal to the sum of TLP growth and Total

Capital Productivity　口ＣＰ）ｇｒｏｗth weighted by their respective “Current Value Share”.

Second, TFP and TLP treat their primary input in different ways. Finally, we measure　TFP

growth rate and TLP growth rate using Input-Output tables for the United States. The data

from 1987 to 2004 are used in this study. We can obtain the result that, in the United States,

the TLP growth rate is uniformly greater than that of TFP growth.

ＫＥＹＷＯＲＤＳ：Ｆｒｏｄｕｃｔiｖiり、Ｉｎｐｕt-ｏｕtｐｕｔ斤ａｍｅｖｏｏｒk、tｏｔal　laboｒ ｐｒｏｄｕｃtiｖiり、tｏtal　ｆａｃtｏｒ
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